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The Method of Moral Education According to Lifestyle Guidance of 
Newly Junior High School around 1945 in Japan
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































史的考察から－」（『教育学研究 47（2）』 73-80, 
1980所収）。
11 板橋区教育委員会『板橋区中学校30年のあゆ
み』昭和52年９月30日p204。
12 文部省『学習指導要領一般篇（試案）』昭和22
年３月。
13 昭和26年版学習指導要領においては中学校の
「自由研究」を廃して「特別教育活動」を置
き、小学校でも同様に、「自由研究」を廃して
「教科外活動」を置くこととした。
14 文部省『学習指導要領一般篇（試案）』昭和26
年７月。
15 『文部時報』883号1951年３月。
16 『同前書』。
17 前掲『学習指導要領一般篇（試案）』（昭和26
年版）。
18 昭和26年版『中学校　高等学校　学習指導要
　その結果、戦前、徳育をつかさどっていた修身
科は、GHQの勧告によって授業停止と教科書回収
に追い込まれたが、修身の教育的機能を代替する
ものとして、新制中学校における生活指導に徳育
の役割が期待されたことが明らかとなった。
　また本稿で取り上げた赤塚第一中学校において
は、生活指導の目標を達成するため、訓育の全体の
計画（年間計画）を作成し、さらに同校独自の「風
紀要項」を提示することによって学校生活における
望ましい態度や振る舞いの詳細を生徒に示した。
　当時は、全面主義で露呈した徳育の不徹底状況
があり、また社会科による徳育では知的側面から
の道徳理解に留まったため、赤塚第一中学校にお
いては生徒の実態に即した風紀要項を作成し、重
視されるべき生徒の道徳性や道徳的心情をはぐく
む指針にしたと考えられる。
　こうして、生活指導部等の組織を中心に生徒会
（生徒自治会）やホーム・ルームを中心として教科
外および教科活動も含めた学校生活全般から学校
の教育目標の達成が目指されたといえる。そして、
指導方法の観点からは、生徒に対する全体指導と
個別指導の両面から取り組むことで、民主的思考
と公民的教養を備えた人間形成に生徒を導くため
の道徳性涵養を追求したのである。
　なお今後は、本稿で明らかとなった内容をふま
えて、昭和30年代以降の新制中学校の生活指導、
徳育の実態解明に取り組みたい。
注
１ 本稿では、「新制中学校における生徒指導と教
科外教育活動：昭和20年代前半の東京都板橋
区に着目して」（『淑徳大学短期大学部紀要』
第61号所収）で明らかとなった、板橋区の教
育状況をさらに考究するため、新制中学校の
生活指導の面からみた徳育に着目するととも
に、個別の事例として東京都板橋区赤塚第一
中学校の教育状況を取り上げ考察する。
２ 敗戦後の日本の学校教育は、教育の民主化と
いう名の下で再建が進められた。そしてその
内実は、戦前の日本の学校教育をつかさどっ
ていた制度を否定し根本から大幅に見直すと
いうものであった。
淑徳大学短期大学部 研究紀要 第63号（2021. 2）
11
28 板橋區教育協議会「前掲書（昭和23年度 教育
委員會 会議議事録）」所収の“昭和22年度板
橋區（區役所管内）新制中学校設置及学級編
成表”には、通学区域が上板橋町四、五、六、
七、小山、茂呂、根ノ上町の生徒計220名は
私立城北中学校に「全部授業委託」と記され
ている。この背景には、板橋区が22年度に開
校した11中学校において中学校の通学対象と
なる生徒を全員受け入れることが困難であっ
たという事情がある。
29 板橋区は、板橋區教育協議会を設置し「區の
教育行政全般にわたって重要問題を審議」す
ることとした。この協議会の会議議事録の表
紙には「教育委員會」と記されている。
30 たとえば「東京都立学校の管理運営に関する規
則」（昭和35年）には、学校に備え付けるべき
表簿のひとつとして学校要覧が明記されている。
31 板橋区赤塚第一中学校「昭和29年度 学校要
覧」昭和28年３月。
32 『同前書』。
33 板橋区教育委員会『前掲書（板橋区中学校30
年のあゆみ）』p136。 
34 『同前書』p137。 
35 『同前書』p162。
36 上板橋第一中学校では、「生徒の三つのモット
ー」として「愛と平和」「精進努力」「創意工
夫」を掲げている。なお、同校では、教育目
標を達成するため生徒に対して「三つのモッ
トー」を提示していると思われる。
37 板橋区赤塚第一中学校「学校要覧」（昭和27
年度）。
38 岡野文相によると、諮問理由のうちの道徳教
育については「社会科については種々批判が
ある。たとえば社会科で行われている道徳教
育では不十分であるから道徳教育の強化方策
を考えるべきである」と述べている。
領』社会科編（試案）「中等社会科とその指導
法」では、「人間関係をそのおもな学習領域と
する社会科が、生徒の道徳的理解や判断力の
養成に大きな貫献をしなければならないこと
は明らかである。すなわち社会科の一般目標
に示されている態度の諸項目を見ても、これ
らはどれも民主的社会人として望ましい道徳
的な面ばかりといってもよいくらいである。」
と述べている。
19 前掲『板橋区中学校30年のあゆみ』p193。
20 『同前書』p194。
21 『同前書』。
22 板橋区赤塚第一中学校創立30周年記念誌『30
年のあゆみ（わかたけ29号）』昭和52年11月
p38。
23 東京都立教育研究所『前掲書（戦後東京都教
育史 中巻 学校教育編）』p136。
24 東京都立教育研究所『同前書』p136。
25 戦後復興とともに進められた昭和20年代前半
の教育改革の状況を概観すると、戦後の混乱
が少しずつ改善されていくなかで昭和24年ま
でに教育基本法や学校教育法、教育委員会法、
社会教育法といった教育関係の基本法規が成
立をみた。また、昭和25年には学習指導要領
（22年版試案）に選択教科として示されてい
た「自由研究」が廃止されることとなり、代
わって特殊教科活動が明記された点が注目さ
れよう。
26 東京都立教育研究所『同前書』p63。同書で
は、「『要領』に示されている以外にも、教育
目標に照して必要と考えられる、特殊な活動
をもりこんだ指導計画を立てることがのぞま
れる」と述べている。
27 板橋區教育委員会「昭和23年度 教育委員會」
会議議事録。同議事録では、教育協議会を「臨
時的なもの」と位置づけている。
